


 





 















第３表　　地　方　債

起 債 の 目 的 限 度 額 起債の方法 利 率 償 還 の 方 法

千円

（ただし、利率見
直し方式で借り入
れる政府資金及
び地方公共団体
金融機構につい
ては、利率見直し
を行った後におい
ては当該見直し後
の利率）

産 業 振 興 事 業 12,700 〃 〃 〃

交 通 通 信 体 系 等 整 備 事 業 38,700 〃 〃 〃

生 活 環 境 整 備 事 業 24,800 〃 〃 〃

保 健 福 祉 対 策 事 業 3,900 〃 〃 〃

集 落 整 備 事 業 27,200 〃 〃 〃

駅 前 整 備 事 業 90,200 〃 〃 〃

交 流 拠 点 施 設 等 整 備 事 業 31,800 〃 〃 〃

人 権 セ ン タ ー 整 備 事 業 8,200 〃 〃 〃

老 人 福 祉 セ ン タ ー 整 備 事 業 86,400 〃 〃 〃

高 齢 者 健 康 増 進 施 設 整 備 事 業 1,200 〃 〃 〃

保 育 所 施 設 等 整 備 事 業 100,400 〃 〃 〃

保 育 所 除 却 事 業 65,500 〃 〃 〃

火 葬 場 等 整 備 事 業 119,700 〃 〃 〃

い き い き ラ イ フ セ ン タ ー 整 備 事 業 10,700 〃 〃 〃

ご み 処 理 施 設 整 備 事 業 155,100 〃 〃 〃

臨 時 財 政 対 策
普 通 貸 借
又 は
証 券 発 行

3.0％以内

政府資金については、その
融通条件により、銀行その
他の場合には、その債権者
との協定による。ただし、市
財政の都合により、据置期
間及び償還期限を短縮し若
しくは繰上償還又は低利に
借換えすることができる。

315,000 
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起 債 の 目 的 限 度 額 起債の方法 利 率 償 還 の 方 法

千円

（ただし、利率見直

し方式で借り入れ

る政府資金及び地

方公共団体金融機

構については、利

率見直しを行った

後においては当該

見直し後の利率）

総 合 治 水 対 策 事 業 97,000 〃 〃 〃

産 業 振 興 セ ン タ ー 整 備 事 業 80,400 〃 〃 〃

観 光 施 設 整 備 事 業 1,400 〃 〃 〃

道 路 整 備 事 業 356,400 〃 〃 〃

水 路 整 備 事 業 38,100 〃 〃 〃

公 園 整 備 事 業 252,300 〃 〃 〃

公 営 住 宅 整 備 事 業 23,000 〃 〃 〃

空 家 再 生 事 業 18,600 〃 〃 〃

防 災 基 盤 整 備 事 業 25,500 〃 〃 〃

学 校 施 設 整 備 事 業 417,600 〃 〃 〃

幼 児 園 施 設 整 備 事 業 3,600 〃 〃 〃

中 央 公 民 館 整 備 事 業 15,000 〃 〃 〃

葛 公 民 館 整 備 事 業 19,600 〃 〃 〃

ア ザ レ ア ホ ー ル 整 備 事 業 22,500 〃 〃 〃

保 健 体 育 施 設 等 整 備 事 業 64,800 〃 〃 〃

清 掃 運 搬 施 設 整 備 事 業

政府資金については、その融
通条件により、銀行その他の
場合には、その債権者との協
定による。ただし、市財政の
都合により、据置期間及び償
還期限を短縮し若しくは繰上
償還又は低利に借換えするこ
とができる。

普 通 貸 借
又 は
証 券 発 行

3.0％以内

10,600 
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起 債 の 目 的 限 度 額 起債の方法 利 率 償 還 の 方 法

千円

（ただし、利率見直

し方式で借り入れ

る政府資金及び地

方公共団体金融機

構については、利

率見直しを行った

後においては当該

見直し後の利率）

指 定 史 跡 等 整 備 事 業 3,500 〃 〃 〃

学 校 給 食 セ ン タ ー 整 備 事 業 3,000 〃 〃 〃

土 木 施 設 災 害 復 旧 事 業 6,000 〃 〃 〃

合 計 2,551,800 

文 化 財 事 務 所 等 整 備 事 業
普 通 貸 借
又 は
証 券 発 行

3.0％以内

政府資金については、その融
通条件により、銀行その他の
場合には、その債権者との協
定による。ただし、市財政の
都合により、据置期間及び償
還期限を短縮し若しくは繰上
償還又は低利に借換えするこ
とができる。

1,400 
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第２表　　債務負担行為
（単位：千円）

　　　平成31年度から

　　　平成36年度まで

平成32年度

平成32年度

事 項 限 度 額

介護用品

期 間

予算に定める額

予算に定める額介護保険事業計画策定委託

予算に定める額基幹系システム更改経費
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